
 
 

別紙１ 

 

令和４年度計算書類に対する注記（法人全体） 

 

 

１．継続事業の前提に関する注記   該当なし 

 

２．重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法   該当なし 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

    ①建物・構築物・機械及び装置・車両運搬具・器具及び備品・ソフトウェア 

     平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては旧定額法、平成 19 年 4 月 1 日以

降に取得したものについては定額法によっている。 

    ②リース資産   該当なし 

 （３）引当金の計上基準 

    ①退職給付引当金 

     大阪民間社会福祉事業従事者共済会に加入している職員に対して将来支給する退職金

のうち、期末退職金要支給額を退職給付引当金に計上している。 

    ②賞与引当金 

     次期に支給する賞与のうち、当該年度に帰属する合理的な見積額を計上している。 

 

３．重要な会計方針の変更    該当なし 

 

４．法人で採用する退職給付制度 

   独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人大阪

民間社会福祉事業従事者共済会の退職共済制度に加入している。 

 

５．法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分 

 （１）法人全体の計算書類 第一号一様式、第二号一様式、第三号一様式 

 （２）事業区分別内訳表 第一号二様式、第二号二様式、第三号二様式 

 （３）社会福祉事業における拠点区分別内訳表 第一号三様式、第二号三様式、第三号三様式 

 （４）公益事業における拠点区分別内訳表 第一号三様式、第二号三様式、第三号三様式 

    当法人では、公益事業における拠点が一つのため省略している。 

 （５）収益事業における拠点区分別内訳表 第一号三様式、第二号三様式、第三号三様式 

    当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。 

 （６）各拠点区分におけるサービス区分の内容 

社会福祉事業区分 

① 法人本部拠点区分 

ｱ 法人本部サービス区分 

② 東成育成園拠点区分 

  ｱ 生活介護事業サービス区分 

ｲ 日中一時支援事業サービス区分 

ｳ 相談支援事業サービス区分 

ｴ 特定相談支援事業サービス区分 

ｵ 一般相談支援事業サービス区分 

ｶ 障がい児等療育支援事業サービス区分 



 
 

③ 港育成園拠点区分 

  ｱ 生活介護事業サービス区分 

ｲ 日中一時支援事業サービス区分 

④ 港第二育成園拠点区分 

ｱ 就労継続支援Ｂ型事業サービス区分 

ｲ 日中一時支援事業サービス区分 

⑤ ワークスいけじま拠点区分 

ｱ 就労継続支援Ｂ型事業サービス区分 

⑥ メープル拠点区分 

ｱ 共同生活援助事業サービス区分 

ｲ 短期入所事業サービス区分 

⑦ 福島育成園拠点区分 

ｱ 施設入所支援事業サービス区分 

ｲ 生活介護事業サービス区分 

ｳ 日中一時支援事業サービス区分 

ｴ 短期入所事業サービス区分 

ｵ 相談支援事業サービス区分 

ｶ 特定相談支援事業サービス区分 

ｷ 一般相談支援事業サービス区分 

ｸ 障がい児等療育支援事業サービス区分 

⑧ ビーンズ拠点区分 

ｱ 共同生活援助事業サービス区分 

⑨ 居宅介護等事業所拠点区分 

ｱ 移動支援事業サービス区分 

ｲ 居宅介護サービス区分 

ｳ 重度訪問介護事業サービス区分 

ｴ 行動援護事業サービス区分 

ｵ 移動支援従業者養成研修事業サービス区分 

ｶ 就業・生活支援事業サービス区分 

⑩ ふりーすぺーすＳＵＮ拠点区分 

  ｱ 生活介護事業サービス区分 

⑪ あーす拠点区分 

ｱ 共同生活援助事業サービス区分 

公益事業区分 

① 法人本部拠点区分 

ｱ 育成会会員事業サービス区分 

 ｲ 雇用促進事業サービス区分 

    ｳ 施設建設等基金事業サービス区分 

 ｴ 港福祉基金事業サービス区分 

 ｵ 障がい者交流学習事業サービス区分 

 

６．基本財産の増減の内容及び金額 

  基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

 

 

 



 
 

 

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

該当なし 

 

８．担保に供している資産 

  担保に供されている資産は以下のとおりである。 

     土地（基本財産）           ０円 

     建物（基本財産）           ０円 

          計             ０円 

  

  担保している債務の種類および金額は、以下のとおりである。 

     設備資金借入金            ０円 

          計             ０円 

 

９．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

基本財産    

 土地 54,432,337 0 54,432,337 

建物 2,083,496,152 1,355,264,545 728,231,607 

小計 2,137,928,489 1,355,264,545 782,663,944 

その他の固定資産    

 建物 14,846,785 8,387,993 6,458,792 

 構築物 10,238,370 8,784,747 1,453,623 

 機械及び装置 10,765,020 9,564,186 1,200,834 

 車両運搬具 23,835,416 21,591,211 2,244,205 

 器具及び備品 91,207,824 79,398,529 11,809,295 

ソフトウェア 22,658,256 21,187,728 1,470,528 

小計 173,551,671 148,914,394 24,637,277 

合計 2,311,480,160 1,504,178,939 807,301,221 

 

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

    （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 0 0 0 54,432,337 

建物 745,711,339 17,143,027 34,622,759 728,231,607 

合計 800,143,676 17,143,027 34,622,759 782,663,944 



 
 

   （単位：円） 

 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期残高 

事業未収金 135,428,733 0 135,428,733 

未収金 2,369,922 0 2,369,922 

未収補助金 393,429 0 393,429 

合計 138,192,084 0 138,192,084 

 

１１．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益   該当なし 

 

１２．関連当事者との取引の内容   該当なし 

 

１３．重要な偶発債務   該当なし 

 

１４．重要な後発事象   該当なし 

 

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け   該当なし 

 

１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態

を明らかにするために必要な事項   該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

別紙２ 

 

令和４年度計算書類に対する注記（社会福祉事業・法人本部拠点） 

 

 

１．重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法   該当なし 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

    ①建物・構築物・機械及び装置・車両運搬具・器具及び備品・ソフトウェア 

     平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては旧定額法、平成 19 年 4 月 1 日以

降に取得したものについては定額法によっている。 

    ②リース資産   該当なし 

 （３）引当金の計上基準 

    ①退職給付引当金 

     大阪民間社会福祉事業従事者共済会に加入している職員に対して将来支給する退職金

のうち、期末退職金要支給額を退職給付引当金に計上している。 

    ②賞与引当金 

     次期に支給する賞与のうち、当該年度に帰属する合理的な見積額を計上している。 

 

２．重要な会計方針の変更    該当なし 

 

３．法人で採用する退職給付制度 

   独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人大阪

民間社会福祉事業従事者共済会の退職共済制度に加入している。 

 

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分 

 （１）拠点計算書類 第一号四様式、第二号四様式、第三号四様式 

 （２）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩）） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪）） 

ｱ 法人本部サービス区分 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

  基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

該当なし 

 

７．担保に供している資産 

  担保に供されている資産は以下のとおりである。 

     土地（基本財産）           ０円 

     建物（基本財産）           ０円 

          計             ０円 

    （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 0 0 0 0 

建物 0 0 0 0 

合計 0 0 0 0 



 
 

  

  担保している債務の種類および金額は、以下のとおりである。 

     設備資金借入金            ０円 

          計             ０円 

 

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

基本財産    

建物 0 0 0 

小計 0 0 0 

その他の固定資産    

 建物 0 0 0 

 構築物 0 0 0 

 機械及び装置 0 0 0 

 車両運搬具 0 0 0 

 器具及び備品 4,789,756 2,575,086 2,214,670 

ソフトウェア 7,610,881 6,140,353 1,470,528 

小計 12,400,637 8,715,439 3,685,198 

合計 12,400,637 8,715,439 3,685,198 

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期残高 

事業未収金 77,236,642 0 77,236,642 

未収金 0 0 0 

未収補助金 0 0 0 

合計 77,236,642 0 77,236,642 

 

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益   該当なし 

 

１１．重要な後発事象   該当なし 

 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態

を明らかにするために必要な事項   該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

別紙２ 

 

令和４年度計算書類に対する注記（社会福祉事業・東成育成園拠点） 

 

 

１．重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法   該当なし 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

    ①建物・構築物・機械及び装置・車両運搬具・器具及び備品・ソフトウェア 

     平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては旧定額法、平成 19 年 4 月 1 日以

降に取得したものについては定額法によっている。 

    ②リース資産   該当なし 

 （３）引当金の計上基準 

    ①退職給付引当金 

     大阪民間社会福祉事業従事者共済会に加入している職員に対して将来支給する退職金

のうち、期末退職金要支給額を退職給付引当金に計上している。 

    ②賞与引当金 

     次期に支給する賞与のうち、当該年度に帰属する合理的な見積額を計上している。 

 

２．重要な会計方針の変更    該当なし 

 

３．法人で採用する退職給付制度 

   独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人大阪

民間社会福祉事業従事者共済会の退職共済制度に加入している。 

 

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分 

 （１）拠点計算書類 第一号四様式、第二号四様式、第三号四様式 

 （２）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩）） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪）） 

  ｱ 生活介護事業サービス区分 

ｲ 日中一時支援事業サービス区分 

ｳ 相談支援事業サービス区分 

ｴ 特定相談支援事業サービス区分 

ｵ 一般相談支援事業サービス区分 

ｶ 障がい児等療育支援事業サービス区分 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

  基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

該当なし 

 

    （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 0 0 0 0 

建物 41,598,989 0 2,379,177 39,219,812 

合計 41,598,989 0 2,379,177 39,219,812 



 
 

７．担保に供している資産 

  担保に供されている資産は以下のとおりである。 

     土地（基本財産）           ０円 

     建物（基本財産）           ０円 

          計             ０円 

  

  担保している債務の種類および金額は、以下のとおりである。 

     設備資金借入金            ０円 

          計             ０円 

 

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

基本財産    

建物 143,560,907 104,341,095 39,219,812 

小計 143,560,907 104,341,095 39,219,812 

その他の固定資産    

 建物 0 0 0 

 構築物 4,699,250 4,318,571 380,679 

 機械及び装置 0 0 0 

 車両運搬具 2,180,000 2,179,999 1 

 器具及び備品 16,372,463 15,510,760 861,703 

ソフトウェア 2,933,875 2,933,875 0 

小計 26,185,588 24,943,205 1,242,383 

合計 169,746,495 129,284,300 40,462,195 

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期残高 

事業未収金 16,148,527 0 16,148,527 

未収金 497,950 0 497,950 

未収補助金 54,000 0 54,000 

合計 16,700,477 0 16,700,477 

 

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益   該当なし 

 

１１．重要な後発事象   該当なし 

 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態

を明らかにするために必要な事項   該当なし 

 

 

 



 
 

別紙２ 

 

令和４年度計算書類に対する注記（社会福祉事業・港育成園拠点） 

 

 

１．重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法   該当なし 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

    ①建物・構築物・機械及び装置・車両運搬具・器具及び備品・ソフトウェア 

     平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては旧定額法、平成 19 年 4 月 1 日以

降に取得したものについては定額法によっている。 

    ②リース資産   該当なし 

 （３）引当金の計上基準 

    ①退職給付引当金 

     大阪民間社会福祉事業従事者共済会に加入している職員に対して将来支給する退職金

のうち、期末退職金要支給額を退職給付引当金に計上している。 

    ②賞与引当金 

     次期に支給する賞与のうち、当該年度に帰属する合理的な見積額を計上している。 

 

２．重要な会計方針の変更    該当なし 

 

３．法人で採用する退職給付制度 

   独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人大阪

民間社会福祉事業従事者共済会の退職共済制度に加入している。 

 

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分 

 （１）拠点計算書類 第一号四様式、第二号四様式、第三号四様式 

 （２）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩）） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪）） 

  ｱ 生活介護事業サービス区分 

ｲ 日中一時支援事業サービス区分 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

  基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

該当なし 

 

７．担保に供している資産 

  担保に供されている資産は以下のとおりである。 

 

 

    （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 0 0 0 0 

建物 39,403,883 0 2,754,802 36,649,081 

合計 39,403,883 0 2,754,802 36,649,081 



 
 

     土地（基本財産）           ０円 

     建物（基本財産）           ０円 

          計             ０円 

  

  担保している債務の種類および金額は、以下のとおりである。 

     設備資金借入金            ０円 

          計             ０円 

 

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

基本財産    

建物 138,197,229 101,548,148 36,649,081 

小計 138,197,229 101,548,148 36,649,081 

その他の固定資産    

 建物    

 構築物 3,771,471 2,820,259 951,212 

 機械及び装置 1,917,490 1,087,387 830,103 

 車両運搬具 8,345,540 8,345,538 2 

 器具及び備品 13,807,637 12,880,714 926,923 

ソフトウェア 2,933,875 2,933,875 0 

小計 30,776,013 28,067,773 2,417,427 

合計 168,973,242 129,615,921 39,066,508 

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期残高 

事業未収金 20,739,468 0 20,739,468 

未収金 217,262 0 217,262 

未収補助金 28,000 0 28,000 

合計 20,984,730 0 20,984,730 

 

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益   該当なし 

 

１１．重要な後発事象   該当なし 

 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態

を明らかにするために必要な事項   該当なし 

 

 

 

 

 



 
 

別紙２ 

 

令和４年度計算書類に対する注記（社会福祉事業・港第二育成園拠点） 

 

 

１．重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法   該当なし 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

    ①建物・構築物・機械及び装置・車両運搬具・器具及び備品・ソフトウェア 

     平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては旧定額法、平成 19 年 4 月 1 日以

降に取得したものについては定額法によっている。 

    ②リース資産   該当なし 

 （３）引当金の計上基準 

    ①退職給付引当金 

     大阪民間社会福祉事業従事者共済会に加入している職員に対して将来支給する退職金

のうち、期末退職金要支給額を退職給付引当金に計上している。 

    ②賞与引当金 

     次期に支給する賞与のうち、当該年度に帰属する合理的な見積額を計上している。 

 

２．重要な会計方針の変更    該当なし 

 

３．法人で採用する退職給付制度 

   独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人大阪

民間社会福祉事業従事者共済会の退職共済制度に加入している。 

 

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分 

 （１）拠点計算書類 第一号四様式、第二号四様式、第三号四様式 

 （２）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩）） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪）） 

ｱ 就労継続支援Ｂ型事業サービス区分 

ｲ 日中一時支援事業サービス区分 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

  基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

該当なし 

 

７．担保に供している資産 

  担保に供されている資産は以下のとおりである。 

 

 

    （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 0 0 0 0 

建物 112,886,656 0 5,554,107 107,332,549 

合計 112,886,656 0 5,554,107 107,332,549 



 
 

     土地（基本財産）           ０円 

     建物（基本財産）           ０円 

          計             ０円 

  

  担保している債務の種類および金額は、以下のとおりである。 

     設備資金借入金            ０円 

          計             ０円 

 

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

基本財産    

建物 325,509,514 218,176,965 107,332,549 

小計 325,509,514 218,176,965 107,332,549 

その他の固定資産    

 建物 0 0 0 

 構築物 1,605,289 1,605,288 1 

 機械及び装置 3,395,300 3,024,580 370,720 

 車両運搬具 1,088,250 1,088,249 1 

 器具及び備品 11,093,042 10,577,517 515,525 

ソフトウェア 2,994,250 2,994,250 0 

小計 20,176,131 19,289,884 886,247 

合計 345,685,645 237,466,849 108,218,796 

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期残高 

事業未収金 13,110,025 0 13,110,025 

未収金 1,095,058 0 1,095,058 

未収補助金 87,429 0 87,429 

合計 14,292,512 0 14,292,512 

 

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益   該当なし 

 

１１．重要な後発事象   該当なし 

 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態

を明らかにするために必要な事項   該当なし 

 

 

 

 

 



 
 

別紙２ 

 

令和４年度計算書類に対する注記（社会福祉事業・ワークスいけじま拠点） 

 

 

１．重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法   該当なし 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

    ①建物・構築物・機械及び装置・車両運搬具・器具及び備品・ソフトウェア 

     平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては旧定額法、平成 19 年 4 月 1 日以

降に取得したものについては定額法によっている。 

    ②リース資産   該当なし 

 （３）引当金の計上基準 

    ①退職給付引当金 

     大阪民間社会福祉事業従事者共済会に加入している職員に対して将来支給する退職金

のうち、期末退職金要支給額を退職給付引当金に計上している。 

    ②賞与引当金 

     次期に支給する賞与のうち、当該年度に帰属する合理的な見積額を計上している。 

 

２．重要な会計方針の変更    該当なし 

 

３．法人で採用する退職給付制度 

   独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人大阪

民間社会福祉事業従事者共済会の退職共済制度に加入している。 

 

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分 

 （１）拠点計算書類 第一号四様式、第二号四様式、第三号四様式 

 （２）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩）） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪）） 

ｱ 就労継続支援Ｂ型事業サービス区分 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

  基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

該当なし 

 

７．担保に供している資産 

  担保に供されている資産は以下のとおりである。 

     土地（基本財産）           ０円 

     建物（基本財産）           ０円 

          計             ０円 

    （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 0 0 0 0 

建物 25,210,553 16,538,027 1,455,213 40,293,367 

合計 25,210,553 16,538,027 1,455,213 40,293,367 



 
 

  

  担保している債務の種類および金額は、以下のとおりである。 

     設備資金借入金            ０円 

          計             ０円 

 

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

基本財産    

建物 77,210,027 36,916,660 40,293,367 

小計 77,210,027 36,916,660 40,293,367 

その他の固定資産    

 建物 0 0 0 

 構築物 0 0 0 

 機械及び装置 750,750 750,749 1 

 車両運搬具 1,964,780 1,964,779 1 

 器具及び備品 3,940,082 3,090,805 849,277 

ソフトウェア 0 0 0 

小計 6,655,612 5,806,333 849,279 

合計 83,865,639 42,722,993 41,142,646 

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期残高 

事業未収金 5,147,174 0 5,147,174 

未収金 216,672 0 216,672 

未収補助金 0 0 0 

合計 5,363,846 0 5,363,846 

 

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益   該当なし 

 

１１．重要な後発事象   該当なし 

 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態

を明らかにするために必要な事項   該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

別紙２ 

 

令和４年度計算書類に対する注記（社会福祉事業・メープル拠点） 

 

 

１．重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法   該当なし 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

    ①建物・構築物・機械及び装置・車両運搬具・器具及び備品・ソフトウェア 

     平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては旧定額法、平成 19 年 4 月 1 日以

降に取得したものについては定額法によっている。 

    ②リース資産   該当なし 

 （３）引当金の計上基準 

    ①退職給付引当金 

     大阪民間社会福祉事業従事者共済会に加入している職員に対して将来支給する退職金

のうち、期末退職金要支給額を退職給付引当金に計上している。 

    ②賞与引当金 

     次期に支給する賞与のうち、当該年度に帰属する合理的な見積額を計上している。 

 

２．重要な会計方針の変更    該当なし 

 

３．法人で採用する退職給付制度 

   独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人大阪

民間社会福祉事業従事者共済会の退職共済制度に加入している。 

 

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分 

 （１）拠点計算書類 第一号四様式、第二号四様式、第三号四様式 

 （２）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩）） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪）） 

ｱ 共同生活援助事業サービス区分 

ｲ 短期入所事業サービス区分 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

  基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

該当なし 

 

７．担保に供している資産 

  担保に供されている資産は以下のとおりである。 

 

 

    （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 0 0 0 0 

建物 139,594,141 0 6,143,749 133,450,392 

合計 139,594,141 0 6,143,749 133,450,392 



 
 

     土地（基本財産）           ０円 

     建物（基本財産）           ０円 

          計             ０円 

  

  担保している債務の種類および金額は、以下のとおりである。 

     設備資金借入金            ０円 

          計             ０円 

 

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

基本財産    

建物 322,314,282 188,863,890 133,450,392 

小計 322,314,282 188,863,890 133,450,392 

その他の固定資産    

 建物 4,939,740 2,923,735 2,016,005 

 構築物 0 0 0 

 機械及び装置 0 0 0 

 車両運搬具 0 0 0 

 器具及び備品 4,321,680 3,456,953 864,727 

ソフトウェア 698,250 698,250 0 

小計 9,959,670 7,078,938 2,418,751 

合計 332,273,952 195,942,828 135,869,143 

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期残高 

事業未収金 15,612,003 0 15,612,003 

未収金 0 0 0 

未収補助金 0 0 0 

合計 15,612,003 0 15,612,003 

 

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益   該当なし 

 

１１．重要な後発事象   該当なし 

 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態

を明らかにするために必要な事項   該当なし 

 

 

 

 

 



 
 

別紙２ 

 

令和４年度計算書類に対する注記（社会福祉事業・福島育成園拠点） 

 

 

１．重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法   該当なし 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

    ①建物・構築物・機械及び装置・車両運搬具・器具及び備品・ソフトウェア 

     平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては旧定額法、平成 19 年 4 月 1 日以

降に取得したものについては定額法によっている。 

    ②リース資産   該当なし 

 （３）引当金の計上基準 

    ①退職給付引当金 

     大阪民間社会福祉事業従事者共済会に加入している職員に対して将来支給する退職金

のうち、期末退職金要支給額を退職給付引当金に計上している。 

    ②賞与引当金 

     次期に支給する賞与のうち、当該年度に帰属する合理的な見積額を計上している。 

 

２．重要な会計方針の変更    該当なし 

 

３．法人で採用する退職給付制度 

   独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人大阪

民間社会福祉事業従事者共済会の退職共済制度に加入している。 

 

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分 

 （１）拠点計算書類 第一号四様式、第二号四様式、第三号四様式 

 （２）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩）） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪）） 

ｱ 施設入所支援事業サービス区分 

ｲ 生活介護事業サービス区分 

ｳ 日中一時支援事業サービス区分 

ｴ 短期入所事業サービス区分 

ｵ 相談支援事業サービス区分 

ｶ 特定相談支援事業サービス区分 

ｷ 一般相談支援事業サービス区分 

ｸ 障がい児等療育支援事業サービス区分 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

  基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

    （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 0 0 0 0 

建物 370,981,400 605,000 15,530,271 356,056,129 

合計 370,981,400 605,000 15,530,271 356,056,129 



 
 

該当なし 

 

７．担保に供している資産 

  担保に供されている資産は以下のとおりである。 

     土地（基本財産）           ０円 

     建物（基本財産）           ０円 

          計             ０円 

  

  担保している債務の種類および金額は、以下のとおりである。 

     設備資金借入金            ０円 

          計             ０円 

 

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

基本財産    

建物 1,060,265,756 704,209,627 356,056,129 

小計 1,060,265,756 704,209,627 356,056,129 

その他の固定資産    

 建物 0 0 0 

 構築物 0 0 0 

 機械及び装置 4,701,480 4,701,470 10 

 車両運搬具 10,256,845 8,012,646 2,244,199 

 器具及び備品 34,716,204 29,614,073 5,102,131 

ソフトウェア 5,312,125 5,312,125 0 

小計 54,986,654 47,640,314 7,346,340 

合計 1,115,252,410 751,849,941 363,402,469 

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期残高 

事業未収金 54,393,164 0 54,393,164 

未収金 316,055 0 316,055 

未収補助金 195,000 0 195,000 

合計 54,904,219 0 54,904,219 

 

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益   該当なし 

 

１１．重要な後発事象   該当なし 

 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態

を明らかにするために必要な事項   該当なし 

 



 
 

別紙２ 

 

令和４年度計算書類に対する注記（社会福祉事業・ビーンズ拠点） 

 

 

１．重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法   該当なし 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

    ①建物・構築物・機械及び装置・車両運搬具・器具及び備品・ソフトウェア 

     平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては旧定額法、平成 19 年 4 月 1 日以

降に取得したものについては定額法によっている。 

    ②リース資産   該当なし 

 （３）引当金の計上基準 

    ①退職給付引当金 

     大阪民間社会福祉事業従事者共済会に加入している職員に対して将来支給する退職金

のうち、期末退職金要支給額を退職給付引当金に計上している。 

    ②賞与引当金 

     次期に支給する賞与のうち、当該年度に帰属する合理的な見積額を計上している。 

 

２．重要な会計方針の変更    該当なし 

 

３．法人で採用する退職給付制度 

   独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人大阪

民間社会福祉事業従事者共済会の退職共済制度に加入している。 

 

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分 

 （１）拠点計算書類 第一号四様式、第二号四様式、第三号四様式 

 （２）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩）） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪）） 

ｱ 共同生活援助事業サービス区分 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

  基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

該当なし 

 

７．担保に供している資産 

  担保に供されている資産は以下のとおりである。 

     土地（基本財産）           ０円 

     建物（基本財産）           ０円 

          計             ０円 

    （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 0 0 0 0 

建物 0 0 0 0 

合計 0 0 0 0 



 
 

  

  担保している債務の種類および金額は、以下のとおりである。 

     設備資金借入金            ０円 

          計             ０円 

 

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

基本財産    

建物 0 0 0 

小計 0 0 0 

その他の固定資産    

 建物 4,820,210 4,398,785 421,425 

 構築物 0 0 0 

 機械及び装置 0 0 0 

 車両運搬具 0 0 0 

 器具及び備品 1,434,449 1,321,515 112,934 

ソフトウェア 0 0 0 

小計 6,429,659 5,895,300 534,359 

合計 6,429,659 5,895,300 534,359 

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期残高 

事業未収金 5,208,001 0 5,208,001 

未収金 0 0 0 

未収補助金 0 0 0 

合計 5,208,001 0 5,208,001 

 

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益   該当なし 

 

１１．重要な後発事象   該当なし 

 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態

を明らかにするために必要な事項   該当なし 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

別紙２ 

 

令和４年度計算書類に対する注記（社会福祉事業・居宅介護等事業所拠点） 

 

 

１．重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法   該当なし 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

    ①建物・構築物・機械及び装置・車両運搬具・器具及び備品・ソフトウェア 

     平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては旧定額法、平成 19 年 4 月 1 日以

降に取得したものについては定額法によっている。 

    ②リース資産   該当なし 

 （３）引当金の計上基準 

    ①退職給付引当金 

     大阪民間社会福祉事業従事者共済会に加入している職員に対して将来支給する退職金

のうち、期末退職金要支給額を退職給付引当金に計上している。 

    ②賞与引当金 

     次期に支給する賞与のうち、当該年度に帰属する合理的な見積額を計上している。 

 

２．重要な会計方針の変更    該当なし 

 

３．法人で採用する退職給付制度 

   独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人大阪

民間社会福祉事業従事者共済会の退職共済制度に加入している。 

 

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分 

 （１）拠点計算書類 第一号四様式、第二号四様式、第三号四様式 

 （２）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩）） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪）） 

ｱ 移動支援事業サービス区分 

ｲ 居宅介護サービス区分 

ｳ 重度訪問介護事業サービス区分 

ｴ 行動援護事業サービス区分 

ｵ 移動支援従業者養成研修事業サービス区分 

ｶ 就業・生活支援事業サービス区分 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

  基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

該当なし 

 

    （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 0 0 0 0 

建物 0 0 0 0 

合計 0 0 0 0 



 
 

７．担保に供している資産 

  担保に供されている資産は以下のとおりである。 

     土地（基本財産）           ０円 

     建物（基本財産）           ０円 

          計             ０円 

  

  担保している債務の種類および金額は、以下のとおりである。 

     設備資金借入金            ０円 

          計             ０円 

 

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

基本財産    

建物 0 0 0 

小計 0 0 0 

その他の固定資産    

 建物 0 0 0 

 構築物 0 0 0 

 機械及び装置 0 0 0 

 車両運搬具 0 0 0 

 器具及び備品 0 0 0 

ソフトウェア 0 0 0 

小計 0 0 0 

合計 0 0 0 

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期残高 

事業未収金 6,110,763 0 6,110,763 

未収金 0 0 0 

未収補助金 0 0 0 

合計 6,110,763 0 6,110,763 

 

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益   該当なし 

 

１１．重要な後発事象   該当なし 

 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態

を明らかにするために必要な事項   該当なし 

 

 

 



 
 

別紙２ 

 

令和４年度計算書類に対する注記（社会福祉事業・ふりーすぺーすＳＵＮ拠点） 

 

 

１．重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法   該当なし 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

    ①建物・構築物・機械及び装置・車両運搬具・器具及び備品・ソフトウェア 

     平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては旧定額法、平成 19 年 4 月 1 日以

降に取得したものについては定額法によっている。 

    ②リース資産   該当なし 

 （３）引当金の計上基準 

    ①退職給付引当金 

     大阪民間社会福祉事業従事者共済会に加入している職員に対して将来支給する退職金

のうち、期末退職金要支給額を退職給付引当金に計上している。 

    ②賞与引当金 

     次期に支給する賞与のうち、当該年度に帰属する合理的な見積額を計上している。 

 

２．重要な会計方針の変更    該当なし 

 

３．法人で採用する退職給付制度 

   独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人大阪

民間社会福祉事業従事者共済会の退職共済制度に加入している。 

 

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分 

 （１）拠点計算書類 第一号四様式、第二号四様式、第三号四様式 

 （２）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩）） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪）） 

  ｱ 生活介護事業サービス区分 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

  基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

該当なし 

 

７．担保に供している資産 

  担保に供されている資産は以下のとおりである。 

     土地（基本財産）           ０円 

     建物（基本財産）           ０円 

          計             ０円 

    （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 14,306,212 0 0 14,306,212 

建物 5,781,375 0 182,044 5,599,331 

合計 20,087,587 0 182,044 19,905,543 



 
 

  

  担保している債務の種類および金額は、以下のとおりである。 

     設備資金借入金            ０円 

          計             ０円 

 

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

基本財産    

 土地 14,306,212 0 14,306,212 

建物 5,872,397 273,066 5,599,331 

小計 20,178,609 273,066 19,905,543 

その他の固定資産    

 建物 3,958,235 542,605 3,415,630 

 構築物 0 0 0 

 機械及び装置 0 0 0 

 車両運搬具 1 0 1 

 器具及び備品 590,806 247,115 343,691 

ソフトウェア 0 0 0 

小計 4,549,042 789,720 3,759,322 

合計 24,727,651 1,062,786 23,664,865 

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期残高 

事業未収金 6,467,605 0 6,467,605 

未収金 111,652 0 111,652 

未収補助金 20,000 0 20,000 

合計 6,599,257 0 6,599,257 

 

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益   該当なし 

 

１１．重要な後発事象   該当なし 

 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態

を明らかにするために必要な事項   該当なし 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

別紙２ 

 

令和４年度計算書類に対する注記（社会福祉事業・あーす拠点） 

 

 

１．重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法   該当なし 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

    ①建物・構築物・機械及び装置・車両運搬具・器具及び備品・ソフトウェア 

     平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては旧定額法、平成 19 年 4 月 1 日以

降に取得したものについては定額法によっている。 

    ②リース資産   該当なし 

 （３）引当金の計上基準 

    ①退職給付引当金 

     大阪民間社会福祉事業従事者共済会に加入している職員に対して将来支給する退職金

のうち、期末退職金要支給額を退職給付引当金に計上している。 

    ②賞与引当金 

     次期に支給する賞与のうち、当該年度に帰属する合理的な見積額を計上している。 

 

２．重要な会計方針の変更    該当なし 

 

３．法人で採用する退職給付制度 

   独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人大阪

民間社会福祉事業従事者共済会の退職共済制度に加入している。 

 

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分 

 （１）拠点計算書類 第一号四様式、第二号四様式、第三号四様式 

 （２）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩）） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪）） 

ｱ 共同生活援助事業サービス区分 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

  基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

該当なし 

 

７．担保に供している資産 

  担保に供されている資産は以下のとおりである。 

     土地（基本財産）           ０円 

     建物（基本財産）           ０円 

          計             ０円 

    （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 40,126,125 0 0 40,126,125 

建物 10,254,342 0 623,396 9,630,946 

合計 50,380,467 0 623,396 49,757,071 



 
 

  

  担保している債務の種類および金額は、以下のとおりである。 

     設備資金借入金            ０円 

          計             ０円 

 

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

基本財産    

 土地 40,126,125 0 40,126,125 

建物 10,566,040 935,094 9,630,946 

小計 50,692,165 935,094 49,757,071 

その他の固定資産    

 建物 1,128,600 522,868 605,732 

 構築物 162,360 40,629 121,731 

 機械及び装置 0 0 0 

 車両運搬具 0 0 0 

 器具及び備品 141,705 123,991 17,714 

ソフトウェア 0 0 0 

小計 1,432,665 687,488 745,177 

合計 52,124,830 1,622,582 50,502,248 

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期残高 

事業未収金 2,740,033 0 2,740,033 

未収金 0 0 0 

未収補助金 9,000 0 9,000 

合計 2,749,033 0 2,749,033 

 

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益   該当なし 

 

１１．重要な後発事象   該当なし 

 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態

を明らかにするために必要な事項   該当なし 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

別紙２ 

 

令和４年度計算書類に対する注記（公益事業・法人本部拠点） 

 

 

１．重要な会計方針 

 （１）有価証券の評価基準及び評価方法   該当なし 

 （２）固定資産の減価償却の方法 

    ①建物・構築物・機械及び装置・車両運搬具・器具及び備品・ソフトウェア 

     平成 19 年 3 月 31 日以前に取得したものについては旧定額法、平成 19 年 4 月 1 日以

降に取得したものについては定額法によっている。 

    ②リース資産   該当なし 

 （３）引当金の計上基準 

    ①退職給付引当金 

     大阪民間社会福祉事業従事者共済会に加入している職員に対して将来支給する退職金

のうち、期末退職金要支給額を退職給付引当金に計上している。 

    ②賞与引当金 

     次期に支給する賞与のうち、当該年度に帰属する合理的な見積額を計上している。 

 

２．重要な会計方針の変更    該当なし 

 

３．法人で採用する退職給付制度 

   独立行政法人福祉医療機構の社会福祉施設職員等退職手当共済制度及び一般財団法人大阪

民間社会福祉事業従事者共済会の退職共済制度に加入している。 

 

４．拠点が作成する計算書類等とサービス区分 

 （１）拠点計算書類 第一号四様式、第二号四様式、第三号四様式 

 （２）拠点区分資金収支明細書（別紙３（⑩）） 拠点区分事業活動明細書（別紙３（⑪）） 

 ｱ 育成会会員事業サービス区分 

 ｲ 雇用促進事業サービス区分 

    ｳ 施設建設等基金サービス区分 

 ｴ 港福祉基金サービス区分 

 ｵ 障がい者交流学習事業サービス区分 

 

５．基本財産の増減の内容及び金額 

  基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。 

 

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し 

該当なし 

 

 

    （単位：円） 

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

土地 0 0 0 0 

建物 0 0 0 0 

合計 0 0 0 0 



 
 

７．担保に供している資産 

  担保に供されている資産は以下のとおりである。 

     土地（基本財産）           ０円 

     建物（基本財産）           ０円 

          計             ０円 

  

  担保している債務の種類および金額は、以下のとおりである。 

     設備資金借入金            ０円 

          計             ０円 

 

８．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

  固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

基本財産    

建物 0 0 0 

小計 0 0 0 

その他の固定資産    

 建物 0 0 0 

 構築物 0 0 0 

 機械及び装置 0 0 0 

 車両運搬具 0 0 0 

 器具及び備品 0 0 0 

ソフトウェア 0 0 0 

小計 0 0 0 

合計 0 0 0 

 

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 

   債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。 

   （単位：円） 

 債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期残高 

事業未収金 2,151,302 0 2,151,302 

未収金 0 0 0 

未収補助金 0 0 0 

合計 2,151,302 0 2,151,302 

 

１０．満期保有目的の債権の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益   該当なし 

 

１１．重要な後発事象   該当なし 

 

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態

を明らかにするために必要な事項   該当なし 

 


